（別紙２）

特定事業所集中減算に係る正当な理由の取り扱いについて

１　居宅介護支援事業所の運営基準等について
　　特定事業所集中減算の制度を理解するにあたり、改めて「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」を確認します。○【指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準　第１条第２項】
「指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多用な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない」

○【指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準について　第二３（７）】
利用者自身によるサービスの選択
「介護支援専門員は、利用者自身がサービスを選択することを基本にこれを支援するものである。このため、介護支援専門員は、利用者によるサービスの選択に資するよう、当該利用者の居住する地域の指定居宅サービス事業者に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者またはその家族に対して提供するものとする。したがって、特定の事業者に不当に偏して情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めることなく同一事業主体のサービスのみによる居宅サービス計画案を最初から提示することがあってはならないものである。
○【指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準　第１条第３項】
「指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行わなければならない」



２　正当な理由⑤「サービスの質が高いこと」と判断される例について
正当な理由の中の「サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案したことにより特定の事業所に集中した場合」の「サービスの質が高いこと」に該当するか否かを判断するに当たっての参考例を、以下のとおり示します。


○　訪問介護
⑴　早朝または夜間にサービスを提供している。（ケアプランに位置づけられている場合に限る。）
⑵　専門性の高い人材の確保など、事業所全体としてより質の高いサービスを実施している（具体的には、特定事業所加算を算定している事業所）。
・　訪問介護員のうち、介護福祉士の占める割合が多い。
・　サービス提供責任者が手厚く配置されている。
・　当該事業所における緊急時の対応方針等が利用者に明示されており、緊急時の対応が確立されている。
○　通所介護・地域密着型通所介護
⑴　認知症対応のプログラムが充実しており、効果が期待できる（具体的には、認知症加算を算定している事業所）。
⑵　運動機能向上のためのプログラムが充実しており、効果が期待できる（具体的には、個別機能訓練加算を算定している事業所）。
⑶　口腔機能向上にむけたプログラムが充実しており、効果が期待できる（具体的には、口腔機能向上体制を算定している事業所）。
⑷　要介護度が重い利用者を積極的に受入れている（具体的には、重中度者ケア体制加算を算定している事業所）。
⑸　利用者の家族の都合に合わせた、サービス時間の延長に対応できる（具体的には、時間延長サービス体制を算定している事業所）。
⑹　「温泉の効能が期待できる」など、利用者の希望に則した代替サービスが他にない。
○　その他(各サービス共通例)
・　ⅠＳＯの認証（ⅠＳＯ9000）を取得している。
・社会福祉法人における介護保険サービスに係る利用者負担軽減制度を導入している。（利用者の認定証の写しを提出すること。）
・　利用者について、地区保健福祉センター及び地域包括支援センターから困難事例として判断されたものであり、やむを得ない事情がある。
・　事業所として、他の事業所にはない特別な取組みをしている。

「居宅介護サービス等の事業所選択に関する説明についての確認書」を使用し、利用者の希望・選択理由並びに地域包括支援センターの意見・助言が記入された状態で（届出様式）特定事業集中減算判定様式に添付して提出すること。

○　居宅介護サービス等の事業所選択に関する説明についての確認書について
　　※１～４は居宅介護支援事業所で記載すること
　　１　利用者がサービス事業所を比較、検討できるように説明したサービス事業所名を記載
　　　　居宅介護支援事業所の通常の実施地域において当該種類のサービスを行っている事業所のうち異なる法人が開設する複数の事業所名を記載
　　２　利用者に説明する際に利用した文書にうち該当するものに○を付ける
　　３　説明日は当該サービス事業所の利用開始前の日付を記入する
　　４　利用者に複数のサービス事業所を説明した者の職名及び氏名を記載

※１　選択理由は、利用者の希望だけではなく、当該サービス事業所を選択した理由も記載すること（１法人のみの紹介・他の居宅サービスとの比較は不可）。
※２　選択理由は利用者本人が記載することを原則とします。利用者が記載することが困難な場合は、家族の代筆も差し支えありません。家族の代筆も困難な場合は、介護支援専門員が代筆し、利用者及び家族が代筆困難な理由も記載すること（別紙としても可）。

　　　本市においては、「地域ケア会議等」については地域包括支援センター職員と担当事例を提出したケアマネジャーとの事例検討会により地域包括支援センターの意見・助言を受けることとします。「特定事業所集中減算に係る事例検討会依頼書」を使用し地域包括支援センターに事例検討の依頼をしてください。
正当な理由については介護保険課にて個別に判断します。

　　※３　詳細な事務フローについては「正当な理由⑤にて事例検討会に居宅サービス計画を提出する際の流れ」をご参照ください。
[bookmark: _GoBack]地域包括支援センターへの事例検討会依頼書の提出期限については、前期が８月９日、後期が３月３日になりますので、提出期限の厳守をお願いいたします。
　　※４　地域包括支援センターから意見・助言を受けた理由書について、判定期間が異なっても、同様の理由で提出することが可能な場合、一度意見・助言を受けた理由書を判定の際に再提出することを認めます。
　　　　　ただし、要介護認定の更新申請や変更申請等のケアプランの見直しを伴う場合や、その他意見を受けるべき事情がある場合は、再度意見・助言を受けることが必要となりますのでご注意ください。

３　正当な理由⑬の利用者の居住する地域の考え方について
　　いわき市には日常生活圏域が14圏域設定されているが、圏域のなかには中山間地域であり、事業所の選択余地が少ない地域があります。
　　これらの地域は特定の事業所に集中せざるを得ない状況が発生しやすいため、市街地や人口密度が比較的高い地域と同等に取り扱うことは適当でありません。よって、一部の日常生活圏域を細分化し、利用者の居住する地域として扱います。


【正当な理由⑬に該当する際の利用者の居住地域の考え方】
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【細分化する圏域】
	日常生活圏域での圏域
	居住地域での考え方

	第９圏域　勿来北部・田人地区
	勿来北部
	田人

	第10圏域　常磐・遠野地区
	常磐
	遠野

	第12圏域　好間・三和地区
	好間
	三和

	第13圏域　四倉・大久久之浜地区
	四倉
	久ノ浜大久

	第14圏域　小川・川前地区
	小川
	川前




image1.emf
日常生活圏域名 利用者の居住地域 地区・町名等

第１圏域 平市街地

平・北白土・南白土・谷川瀬・鎌田・明治団地・平成・

（内郷）内郷小島町・小島町

第２圏域 平北部

上平窪・中平窪・下平窪・中塩・四ッ波・幕ノ内・鯨岡・大室・赤井・石森

第３圏域 平東部

中山・小泉・上高久・下高久・塩・上神谷・中神谷・下神谷・上片寄・

下片寄・豊間・薄磯・沼ノ内・神谷作・上山口・下山口・山崎・菅波・

荒田目・上大越・下大越・藤間・泉崎・原高野・馬目・絹谷・北神谷・

水品・鶴ケ井

第４圏域 平南部

上荒川・下荒川・吉野谷・自由ヶ丘・郷ケ丘・中央台・若葉台

第５圏域 小名浜市街地・東部

江名・折戸・中之作・永崎・（小名浜）小名浜・上神白・下神白・岡小名・

南富岡・大原・洋向台・湘南台

第６圏域 小名浜西部

葉山・（泉町）泉町・本谷・滝尻・下川・黒須野・玉露・泉ヶ丘・泉玉露・

泉もえぎ台・中部工業団地・（渡辺町）洞・泉田昼野・田部・松小屋・上釜

戸・中釜戸

第７圏域 小名浜北部

（小名浜）相子島・住吉・島・野田・岩出・林城・金成・玉川町

（鹿島町）御代・船戸・久保・上蔵持・下蔵持・走熊・下矢田・鹿島・

米田・飯田

第８圏域 勿来中部・南部

錦町・勿来町・川部町・沼部町・三沢町・山玉町・瀬戸町・富津町

勿来北部

植田町・後田町・仁井田町・高倉町・江畑町・添野町・石塚町・

東田町・佐糠町・岩間町・小浜町・山田町・金山町・中岡町・南台

田人

田人地区全域

常磐

常磐地区全域（若葉台を除く）

遠野

遠野地区全域

第１１圏域 内郷

内郷地区全域（内郷小島町、小島町を除く）

好間

好間地区全域

三和

三和地区全域

四倉

四倉地区全域

久之浜大久

久之浜大久地区全域

小川

小川地区全域

川前

川前地区全域

第１４圏域

第９圏域

第１０圏域

第１２圏域

第１３圏域


